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研究成果の概要（和文）：アメリカの代表的な電機企業であるGEとウェスチングハウス・エレクトリックの比較
研究から、ライバル企業同士でも研究開発と特許管理に違いがあり、結果として特許件数も大きく異なっている
ことが明らかとなった。具体的には、研究（基礎科学研究）と開発（製品やプロセスの開発）にそれぞれ対応し
た特許管理があり、その在り方が特許出願件数に大きく影響していることが明らかとなった。研究開発の段階の
違いに基づく特許管理の多様性は、現代の日本企業においても普遍的にみられるものであった。また、RCAの事
例分析を通して、特許管理が主導して研究開発を促進するしくみが構築され、特許件数が拡大したことが明らか
となった。

研究成果の概要（英文）：Comparative studies of GE and Westinghouse Electric, which were 
representative electric manufacturers in the United States, have found that there is a difference 
between R&D and patent management among rival companies, and as a result, the number of patents 
varies greatly. Specifically, there were patent management corresponding to research (basic science 
research) and development (development of products and processes), respectively, and it became clear
 that its way had a great influence on the number of patent applications. The diversity of patent 
management based on the difference in stages in R&D was universally found in modern Japanese 
companies. In addition, through case study of RCA, it became clear that patent management led the 
way to promote R&D, and the number of patents expanded.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
技術的イノベーションと知的財産に関す

る研究はこれまでにも多く蓄積されてきた。
Schmookler(1966)、Pavitt(1985)、豊田・菰
田(2011)は、特許件数を指標としてイノベー
ションと経済成長の関係を論じている。また、
Granstrand(1999)や永田(2004)は、経営戦略
と組織の観点から同様の分析を行ったもの
である。前者のマクロな観点からの研究では
企業の知的財産マネジメントは等閑視され
ており、後者のミクロな観点からの研究では
知的財産マネジメントについて言及されて
いるものの、特許件数を無媒介に研究開発活
動の成果として評価している。 

しかし、研究代表者によるこれまでの研究
によると、企業は研究開発の成果をそのまま
出願しているわけではない。企業の知的財産
マネジメントにおいては、最終製品の市場戦
略、競合企業および製品、クロスライセンス
関係を勘案して出願戦略を策定し、特許をは
じめとする知的財産権を出願・取得している。
また、研究開発従事者の研究奨励や労務管理
によっても特許出願は促進される。つまり、
多岐にわたる企業の知的財産マネジメント
を考慮することなしには、特許件数をそのま
ま技術的イノベーションの測定指標として
使用することはできない。知的財産マネジメ
ントがどのように技術的なイノベーション
に寄与しているか、そしてどのように特許件
数に影響を与えているかを明らかにするこ
とを通して、イノベーションの測定指標を再
検討することが必要とされている。 

他方で、知的財産マネジメントそれ自体に
関する学術的な研究の蓄積はいまだに多く
ない。上記の Granstrand(1999)や永田(2004)
による分析、アメリカにおける知的財産マネ
ジメント形成史の一齣を判例分析によって
明らかにした Fisk(2009)が代表的なもので
ある。研究代表者は、これまでの研究におい
て、知的財産の出願だけではなく権利行使
（エンフォースメント）を含めた、企業によ
る知的財産マネジメントと管理組織の形成
について実証的な研究を行ってきた。これま
での成果を踏まえ、知的財産マネジメント組
織がどのような活動を行っているのか、技術
的イノベーションをどのように促進してい
るのか、そして特許をはじめとする知的財産
権の出願がどのように行われているのかを
明らかにすることが必要となる。 
 
２．研究の目的 

技術的イノベーションの研究では、研究開
発活動と知的財産制度（主に特許制度）に焦
点があてられるのが一般的であり、イノベー
ションを測定する場合も、指標として特許件
数が用いられてきた。しかし、イノベーショ
ンの指標とされる特許件数は、研究開発活動
の活発さだけではなく、企業による知的財産
マネジメントによっても大きく左右される。
本研究は、(1)企業による知的財産マネジメ

ントが研究開発に与える影響について明ら
かにすること、(2)研究開発活動の結果が、
知的財産マネジメントを通して、どのように
出願件数として表れているのか明らかにす
ることを目的とした。 

 
３．研究の方法 

技術的イノベーションを主導してきた企
業を取り上げ、知的財産マネジメントが各社
のイノベーションにどのような役割を果た
したのかについて、事例分析を行う。具体的
には、先駆的事例として 20 世紀前半におけ
るアメリカ企業の知的財産マネジメントと、
現在の知的財産マネジメント（日本企業）の
両方を分析し比較する。初期のアメリカ企業
を事例として取り上げるのは、これまでの研
究代表者の研究からすると、知的財産マネジ
メント活動の本質が比較的わかりやすく現
れていると考えられるからである。なお、事
例分析は、次の研究方法を用いて行った。 
(1) 特許資料調査 
 分析対象としたアメリカ企業各社の特許
出願データの収集については、欧州特許局が
提供する無料のインターネット・データベー
スである Espacenet を用いたが、データの遺
漏があるため、アメリカ議会に提出されたア
メリカ特許商標庁の年次報告書や Official 
Gazette（国立国会図書館、独立行政法人工
業所有権情報・研修館が現物を保有）を用い
てデータを補正した。 
(2) アーカイブ調査 
 分析対象としたアメリカ企業のうち、GE に
ついてはイノベーション・科学博物館
（Museum of Innovation and Science、アメ
リカ合衆国ニューヨーク州スケネクタディ）、
ウェスチングハウス・エレクトリックについ
てはハインツ歴史センター（Heinz History 
Center、同ペンシルバニア州ピッツバーグ）、
RCA 資料についてはセントローレンス大学
（St. Lawrence University、同ニューヨー
ク州カントン）およびハグリー博物館・図書
館（同デラウエア州ウィルミントン）、さら
に英国オックスフォード大学ボドリアン図
書館において調査を実施した。 
 (3) ヒアリング調査 
 現在の知的財産マネジメントに関する調
査では、日本企業の知的財産部門および研究
開発部門の担当者に対するヒアリング調査
を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 主な研究成果 
 本研究の主な成果は、①アメリカの代表的
な電機企業である GE とウェスチングハウ
ス・エレクトリックの比較研究から、ライバ
ルであり長らく業界第 1位と 2位であった企
業同士でも、研究開発と特許管理のタイプの
違いが顕著であり、結果として特許件数も大
きく異なっていることが明らかとなったこ
と、②研究開発のタイプの違い（開発ステー



ジの違い）に基づく特許管理（出願方針）の
多様性は、現代の日本企業においても普遍的
にみられるものであることが明らかとなっ
たこと、そして③RCA の事例では、特許管理
が主導して研究開発を財政的にも支える組
織が構築され、特許件数が拡大したことが明
らかとなった。なお、③はアーカイブ調査に
より当初予期していなかった資料を新たに
獲得できたことにより明らかにすることが
出来たものである。 
 
①GE とウェスチングハウスの比較研究 

本研究は、1920 年代と 30 年代における GE
とウェスチングハウス・エレクトリックの研
究開発と特許管理の展開を明らかにし、比較
したものである。アメリカ経済の動向に影響
を受けて、両社ともに 1920 年代には売上高
の上昇と利益の拡大、1930 年代前半の売上高
の急減と利益の縮小をみせ（図 1）、ウェスチ
ングハウス・エレクトリックにあっては 3 年
間にわたる赤字を計上するが、業績の変化を
見ると相似した傾向を示していた。しかし、
両社の特許出願のパターンは極めて異なっ
ていた（図 2）。GE の特許出願は、変動はあ
るものの両大戦間期を通して一貫して拡大
したのだが、ウェスチングハウス・エレクト
リックは同期間に出願件数を減少させた。本
研究では、研究開発と特許管理の両側面から
両社の違いの理由について推察を試みた。 

 研究開発の側面を見ると、1900 年に中央研
究所を設立した GE は、両大戦間期において
も工場に付置された研究所とともに、活発な

研究開発活動を行った。中央研究所の予算と
人員は 1930 年代前半に大恐慌の影響を受け
て削減されたものの、全体としてみれば特許
出願件数は経済の不況にもかかわらず拡大
した。他方で、ウェスチングハウス・エレク
トリックの研究開発、とくに基礎科学の研究
は GE より遅れており、1902 年に設立された
研究部門も、1916 年に設置されたフォレス
ト・ヒルの研究所も、十分な成果を上げられ
なかった。 

特許分析からはさらに両社の違いが明ら
かになる。第 1に、GE はかなりの規模の技術
を提携する外国企業から導入しており、それ
らをアメリカで特許出願していた。その規模
は特許件数でみると全体の 20％を超えてい
た。他方で、ウェスチングハウス・エレクト
リックは外国からの技術導入が少なく、した
がって技術的な対話や交流によって研究開
発が促進される程度が小さかった。第 2 に、
GE では中央研究所が研究開発において重要
な位置を占めていたが、ウェスチングハウ
ス・エレクトリックではフォレスト・ヒル研
究から生み出される特許の件数は 1930 年代
半ばまで低下を続け、基礎科学研究が特許出
願において重要な位置を占めていなかった。
第 3に、GE は工場にある研究所での技術開発
活動が拡大して全体の出願件数を押し上げ
ていたが、ウェスチングハウス・エレクトリ
ックでは家電製品などの製造現場に近接し
た研究所における研究開発は拡大したが本
社工場での発明が減少しており、それが出願
件数全体を引き下げていた。 
 次いで特許管理の側面を見ると、両社は異
なった特許管理の組織を構築していた。GE で
は、中央研究所と工場の研究所でなされた発
明を、特許部が集中的に出願処理し、管理し
ていた。特許部門は、研究開発の現場に対し
て GE がどのような特許を必要としているか
を伝えることによって、研究所の研究課題の
方向性に影響を及ぼした。他方でウェスチン
グハウス・エレクトリックにおいては、特許
部長が全体を統括しているものの、イース
ト・ピッツバーグ、サウス・フィラデルフィ
ア、そしてニュージャージー州ブルームバー
グにおいてなされた発明を、それぞれを担当
する特許弁護士が分散して出願処理してい
た。出願処理という点からみると、ウェスチ
ングハウス・エレクトリックにおいては、GE
のように統一的な特許出願方針によって、全
社の研究開発の方向性にあまり影響を及ぼ
さなかった可能性が指摘できる。 
 しかしながら、研究開発と特許管理に関す
る両社間の相違を指摘するだけでは、両社の
特許出願傾向の相違を十分に説明したとは
言えない。一般的に研究開発として言及され
る活動は、基礎科学研究と製品の開発（エン
ジニアリング研究）という 2 つの性格の異な
った活動を含んでいる。研究と開発の相違と
いう観点から見るならば、GE は早期に中央研
究所を設置し基礎科学研究を行い、加えて各



工場に設置された研究所で応用研究あるい
は開発を行っていたのに対して、ウェスチン
グハウス・エレクトリックは伝統的に開発
（エンジニアリング研究）に重点が置かれて
いたという特徴があった。とくに基礎科学研
究が企業全体の研究開発の中に占める位置
の高低は、特許出願パターンに影響をしてい
る可能性が高い。ウェスチングハウス・エレ
クトリックは 1935 年ごろになると核工学、
固体物理学や分光学といった基礎研究を推
進することを決定し、1937 年には理論物理学
者を組織の中心に据えた。1920 年代から低下
を続けていた同社の特許出願件数が再び増
加に転じるのは、このタイミングなのである。
したがって、次いで問題となるのは、研究（基
礎科学研究）と開発（製品やプロセスの開発）
のそれぞれに対応した特許管理の在り方で
ある。基礎研究における特許出願の方法と、
製品開発における特許出願の方法は異なる。
その相違によって、GE とウェスチングハウ
ス・エレクトリックの特許出願傾向の相違は
十分に説明できるであろう。 
 以上の成果は、本報告書５．主な発表論文
等のうち〔雑誌論文〕①として刊行した。 
 
②開発ステージと特許管理 
 研究（基礎科学研究）と開発（製品やプロ
セスの開発）にそれぞれ対応した特許管理が
あり、その在り方が特許出願件数に大きく影
響していることを検証するため、またこのこ
とが第 2次世界大戦以前だけではなく今日に
も普遍的な問題であるかどうかを確かめる
ため、日本企業 2 社（A 社、B 社とする）の
研究開発担当者（A社）、知的財産管理担当者
（A 社）、開発責任者・チーフエンジニア（B
社）へのヒアリング調査を実施した。 
 空調機器メーカーA 社を対象とした調査で
は、A 社は総体として知的財産（特許）を経
営に生かすマネジメントが行われているが、
研究と開発では特許の出願戦略に違いがあ
ることが明らかとなった。研究ステージ（研
究開発の上流）では、何らかの新たな研究成
果が出た時にそれをもとに特許出願してい
る。目標管理の一つとして特許出願件数を用
いることはあるが、「出てきたものを出願す
る」ことが基本で、技術的な広がりも大きい。
一方、開発ステージ（下流）では、開発方式
の検討、商品のデザインレビューなど製品開
発の各段階において出願戦略・出願計画が検
討され、戦略的な出願が行われる。つまり、
開発ステージではマーケットとの関係を意
識し出願計画を策定し実行するマネジメン
トが行われる。しかし、これら段階の異なる
ステージにおけるマネジメントを通してそ
れぞれ生み出された特許は、A 社の特許出願
件数として 1つの数値にまとめられるのであ
る。特許件数を技術的イノベーションの指標
として用いる場合は、とくにミクロ分析にお
いて用いる場合はこの点に注意が必要であ
ることが改めて明らかとなった。 

 大手自動車メーカーB 社を対象とした調査
では、B 社の中でも新興国市場向け量産車の
設計・製造・販売を担当している部門に関す
る調査となった。B 社全社では知的財産マネ
ジメントが行われているが、この部門が担当
する車種の設計段階、量産化段階では新たな
革新技術の開発や採用等が少ないため、部門
としての特許活動は少ないことが明らかと
なった。B 社は業界内のみならず日本企業内
でも積極的な知的財産マネジメントを実践
している企業であるが、その活動の重要性は
部門によって異なることが明らかとなった。 
 このように、A 社および B 社を対象とした
研究を通して、研究開発のステージの違いに
対応した特許出願戦略の存在が一般的に存
在していることがある程度確かめられた。こ
の成果は未刊行ではあるが、事例分析をさら
に積み重ねたうえで社会に還元したい。 
 
③RCA の特許管理の分析 
 RCA は 1919 年に GE がアメリカン・マルコ
ーニ社を買収して設立した会社であり、その
後 AT&T、ウェスチングハウス・エレクトリッ
クもこれに加わった。本研究では、RCA にお
ける特許管理の展開を明らかにした。 

 RCA の特許管理と研究開発は、1920 年代と
1930 年代では大きく異なっていた。1920 年
代において、RCA の主要な事業は国際無線通
信であり無線機器の製造ではなかった。無線
特許を多数出願してはいたものの（図 3）、特
許管理の目的は無線特許プールを運営する
ことと、限られたアウトサイダー企業にライ
センスを供与することであった。しかし 1930
年代になると、RCA は製造事業に進出し同時
に研究開発活動も開始した。1935 年になると
RCA は当時技術革新の激しかったラジオ、テ
レビジョン、エレクトロニクス分野における
研究開発に多額の投資を行うようになるが、
これらの資金は多数の無線機器メーカーに
対してリベラルな条件で幅広く特許ライセ
ンスを供与し、ロイヤリティの形態で受け取
ったもので合った。このように、研究開発を
行い、その成果である特許を他社にライセン
スし、その見返りに受け取ったロイヤリティ
をさらに研究開発に投下するというサイク



ルをシステム化したのは、RCA の特許部門担
当副社長であったオットー・S・シェイラー
であった。シェイラーはもともとウェスチン
グハウス・エレクトリックの特許開発責任者
であったが、1929 年に RCA に移籍し、同社が
製造事業に進出し研究開発体制を確立する
のを特許管理の立場から支援した。研究開発
部門と特許部門を財政的に一体化するとい
う 1935 年以降のシステムは、特許管理の拡
張といえる。 

したがって、上記①②の研究では、研究開
発の各段階に応じた特許管理（知的財産マネ
ジメント）がなされるという関係を指摘した
が、反対に特許管理が研究開発を財政的にも
支援しその方向や内容を規定するという関
係が明らかとなった。知的財産管理の能動性
（RCA の場合は、O・S・シェイラーによる特
許管理と研究開発の一体化、あるいは特許管
理による研究開発の促進）に関わる研究成果
は、以上の成果は、本報告書５．主な発表論
文等のうち〔学会発表〕①として発表したが、
今後は学会誌等での刊行を目指す。 
 
(2) インパクト 
 知的財産マネジメント（特許管理）の理解
の推進は、これまでにも研究代表者により行
われてきたが、本件研究を通して、研究開発
ステージの違い、すなわち研究（基礎科学研
究）と開発（製品やプロセスの開発）の段階
の違いによりマネジメントの方法が異なっ
ていること、企業経営の立場から見ると、研
究開発のステージの違いによってそれぞれ
にふさわしい知的財産マネジメントを選択
していることが明らかとなった。これにより、
技術イノベーションの指標として特許件数
を用いるときに考慮すべきことが明確とな
り、イノベーションの議論にも貢献できる研
究成果となった。また、とくに研究成果③は
国際学会で発表した際、学会長のスピーチの
中で言及されるなど、内外の知的財産マネジ
メント研究、特許研究、経営史研究に対して
一定の貢献ができたものと考える。 
 
(3) 今後の展望 
 アメリカ経済史および経営史においては、
大企業内部における研究開発活動を分析す
る研究（Research）と開発（Development）
を異なるものとして把握し、その実態や経済
成長およびイノベーションに果たした役割
に関する学術的な研究がなされている。他方
で、企業における特許管理とそれが果たす役
割、研究および開発と特許管理との関係、そ
して特許管理が研究開発に果たす能動的役
割についてはほとんど研究がなされていな
い。今後は、本研究で得られた知見にもとづ
き、特許管理（知的財産マネジメント）と技
術開発の関係をより詳細に分析し、特許管理
の議論をアメリカ企業における研究開発の
展開と経済成長の議論に位置付けてより豊
富化していくことを考えている。また、アメ

リカ経済史・経営史だけではなく、広く経営
管理一般の議論に対して特許管理（知的財産
マネジメント）の内容と意義を、現代企業（日
本、アメリカ、ヨーロッパ、中国等）の分析
を通して明らかにしていくことも必要であ
り、取り組みたいと考えている。 
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